
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第14号 

答申番号：令和７年度答申第14号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、遡及して支給された障害基礎年金及び障害年金生活者支援給付金

（以下「本件遡及年金等」という。）について、次のとおり、自立更生費を控

除せず機械的に全額の返還を求めたものであるから原処分（生活保護費返還処

分）は違法又は不当であると主張しているものと解される。 

(1) 障害基礎年金の申請は難解であるため社会保険労務士に依頼して行われ

るべきところ、請求人には依頼できる資力がないから、自身で当該申請をす

るために購入した書籍（以下「本件書籍」という。）の費用は、必要経費と

して返還額からの控除が認められるべきである。 

(2) 請求人が通所する就労継続支援Ｂ型事業所（以下「本件事業所」という。）

以外でも収入を得るためには、本件事業所から無償で貸与される作業用のパ

ソコンでは不十分であり、資格の学習及び本件事業所における在宅作業用と

してのパソコン（以下「本件ＰＣ」という。）が必要であることから、その

購入費用は、自立更生費として返還額から控除されるべきである。 

(3) 請求人の生活保護法（以下「法」という。）による保護（以下「保護」と

いう。）開始時における家具什器費の支給に係る処分庁の説明が不十分であ

り、短期の期限が設けられ基準額の満額を申請できなかったのであるから、

暖房器具の購入費用は自立更生費として控除されるべきである。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

処分庁は、次のとおり、原処分に違法又は不当な点はないと主張する。 

    (1) 遡及して受給した年金収入に係る自立更生費の取扱いについては、被保

護者に定期的に支給される年金の受給額の全額が収入認定されることとの



公平性を考慮すると、厳格に対応することが求められる。したがって、原処

分は請求人が受領した保護費のうち最低生活費を超える部分の保護費の返

還を求めるものであり、その全額を返還対象とすることで請求人世帯の自立

が著しく阻害されることはない。 

  (2) 請求人は、自立更生費の認定を求める物品として購入した50品目（以下

「各種購入品」という。）の領収書を提出したが、障害基礎年金に関するも

のはいくつか含まれているものの、生活扶助費から捻出すべきものに過ぎ

ず、自立更生費として認められるものはなかった。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 恩給、年金、失業保険金その他の公の給付については、その実際の受給額を

認定することとされており、当該収入を得るために必要な経費として交通費、

所得税、郵便料等を要する場合又は受給資格の証明のために必要とした費用が

ある場合は、その実際必要額を認定することとされているが、請求人が提出し

た各種購入品の中に交通費、所得税、郵便料等に当たる必要経費は確認できず、

処分庁に当該費用の控除を検討する余地はない。 

よって、本件遡及年金等について必要経費として控除できるものは認められ

ない。 

 ３ 各種購入品について、真にやむを得ない理由により自立更生費として控除が

認められるには事前に保護の実施機関に相談が必要とされているところ、事前

に処分庁に相談して購入されたものとは認められない。また、全ての品目は経

常的最低生活費の範囲内で賄われるべきものと認められる。さらに、処分庁に

おいて各種購入品が真にやむを得ない理由によって購入されたものかどうか

組織的検討が行われ、その結果、いずれも自立更生費の認定を行うものではな

いと判断されており、その判断に裁量権の逸脱又は濫用は認められないという

べきである。 

 ４ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張には理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 



令和７年７月10日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月18日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

ものとされ（法第４条第１項）、他の法律に定める扶助は、全て保護に優先し

て行われるものとされている（同条第２項）。 

また、被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保護

を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して、

速やかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機

関の定める額を返還しなければならないとされている（法第63条）。 

そして、保護費の返還の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事

務とされており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよる

べき基準（以下「処理基準」という。）を定めている。 

処理基準によれば、経常的最低生活費は、要保護者の衣食等月々の経常的な

最低生活需要の全てを満たすための費用として認定するものであり、したがっ

て、被保護者は、経常的最低生活費の範囲内において、通常予測される生活需

要は全て賄うべきものであることとされている。また、恩給、年金、失業保険

金その他の公の給付については、その実際の受給額を認定することとされてお

り、当該収入を得るために必要な経費として、交通費、所得税、郵便料等を要

する場合又は受給資格の証明のために必要とした費用がある場合は、その実際

必要額を認定することとされている。さらに、真にやむを得ない理由により自

立更生費として控除が認められるには事前に保護の実施機関に相談が必要と

されている。 

そこで本件についてみると、請求人は、令和５年12月15日に同年４月から同

年11月分の障害基礎年金として53万円を、令和６年１月15日に令和５年９月か

ら同年11月分の障害年金生活者支援給付金として１万5,420円を、それぞれ受

領したことから、処分庁は、各種購入品の一覧を確認した上で、処理基準に則っ

て原処分を行ったことが認められる。 

この点、請求人は、本件遡及年金等について、各種購入品の費用を収入を得



るために必要な経費とせず、又は、自立更生費として控除せず行った原処分は

違法であると主張する。しかしながら、各種購入品の費用は交通費、郵便料等

収入を得るために必要な経費に該当しない。また、本件書籍、本件ＰＣ及び暖

房器具の一部は、処分庁に対する相談もなく、本件遡及年金等が支給されるよ

り前に購入されたものと認められる。これらは経常的最低生活費として支給さ

れた保護費のやり繰りによって既に購入されたものであるから、これらの購入

費を自立更生費等として返還額から控除することはできないというべきであ

る。そして、本件遡及年金等の支給後に購入された暖房器具等については、請

求人の居宅に備付けの暖房器具があることに鑑みると、返還額から控除すべき

真にやむを得ない理由によって購入したものと認定すべき事由は認められな

い。よって、請求人の主張を採用することはできない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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